
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人新公益連盟

1 事業の成果

令和 3年度は、C011ective lmpactの 促進に向けての連携、複数政党への政策提言実施、行政 。社会的

企業との連携などを行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,555 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

ソー‐シャルビ
ジネスに関す
る調査研究、
政策提言及び
普及啓発等に
係る事業

複数政党より依頼受け、税
制改革。政策提言に関する
ヒアリングに対応する (超
党派 NPO o NGOの戦略的あ
り方を検討する会、自民
党、公明党、立憲民主党、
国民民主党)

4～ 5月

11月 ～12月
議員会館 4人

各会で各
政党の議
員等

40人 程
度

2,555千円

行政 。企業等
と非営利団体
の連携による
社会課題解決
に係る事業

行政・企業等からの連携の
相談対応、新公益連盟の加
盟団体との連携可能性を

経霧:声
る (Google社 との

2月 ～ 11月 事務所 2人 小規模 事業

者

40団 体
程度

ソー‐シ ャル ビ

ジネスに関す
る制度や経営
ノウハウ等の
情報収集 :提
供、人材育成
及び相互協力
促進等に係る
事業

主に社会的企業。NPO向 け
に全国各地域の先進的な
取り組みや経営ノウハウ
に関するセッションを行
うイベントを企画・開催す
る (ldayリ アルセッショ
ンの開催)

12月

レフ ァ レ

ンス西新
宿 (貸 し
会議室)

7人

社 会 的 企

業・NPO及
び企業担 当

者

50人

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生1▲場合)

正会員受取会費
賛助会員受取会費

3,650,000

517,000

受取寄附金
施設等受入評価益

21,050

0

ソーシャルビジネスに関する調査研究、政策提言及び普及啓発等に係る事業

行政・企業等と非営利団体の連携による社会課題解決に係る事業
ソーンャルビジネスに腱する制度や経営ノク′ヽウ等の,IR収集・提供.人材育成及びオlヨユ協力促進等に係る事業

0

1,010,000

205,000

4

46受取利息

5 403

(両 人件費
~~

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
業務委託費
消耗品費
通信運搬費
支払手数料
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2,544,958

2 544.

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
業務委託費
印刷製本費
会議費
租税公課費
支払手数料

11,408

0

22,048

19,800
2,812

0

1,537,000

240

5,451

1,700
28,666

050

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

1 695.175
4,240,133

期 減  額 A】 ― B
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3 受取助成金等
受取補助金



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 新公益連盟
単位 :円

現金預金

未収金

棚卸資産

5,254,642‐

01

01

2

1

車両運搬具

什器備品

2

ソフトウェア

借地権

3 の

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,254,642

未払金

預 り金

前受賛助会員会費

1,628,276
140,000

24,000

長期借入金
退職給付引当金

2,299,403

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 5,254,642



16 28条

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 新公益連盟

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)
によつています。
(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

事業部門計 管理部門 合計科 目

ソーシャルビ
ジネスに関す
る調査研究、
政策提言及び
普及啓発等に
係る事業

行政・企業等
と非営利団体
の連携による
社会課題解決
に係る事業

ソーシャルビジ

ネスに関する制
度や経営ノウハ

ウ等の情報収
集 。提供、人材
育成及び相互協
力促進等に係る
事業
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201,312
34,094
1,727

443,600
0

0

1,800,000

0

0

64,225

5,451

2,812

11,408

22,048
19,800

240

1,537,000
1,700

16,050

28,666

206,763
36,906
13,135

465,648
19,800

240

3,337,000
1,700

16,050

92,891

0

0

110

1,080

0

0

600,000
0

0

0

0

27,240
0

442,000
0

0

600,000
0

0

1,100

201,312
6,854
1,617

520

0

0

600,000
0

0

63,125

2,480,733 1,645,175 4,190,133601,190 1,070,340 873,428
2,480,733 1,645,175 4,240,133601,190 1,070,340 873,428

2,542,921 1,162,963601,190 60,340: (668,428) ,265,733)

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
地代家賃
印刷製本費
業務委託費
租税公課費
寄附金

支払手数料

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和3年度 財産目録
事 業 報 告 用

圭イ立 :円
計

未収金
ソーシャルビジネスに関する調査研究、政策提言及び普及啓発等に係る事業未収金

行政・企業等と非営利団体の連携による社会課題解決に係る事業未収金

5,254,642

棚卸資産
販売用寄附物品

現金預金
手元現金

ゆうちょ銀行普通預金

5 254.産
合計  ・・・ (1

):, a>

○○市事業所

両

0○○市事業所

0

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

長期貸付金
○○銀行

【メ

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,254,642

-1】 負  1■  の

未払金

業務委託費 〈一般社団法人RCF)

役員報酬
旅費交通費
寄附金 (Teach For Japan)
通信運搬費 (特定非営利活動法人キッズドア)

預りるこ

預託金

1,628,276

140,000

24,000

140,0001

|

2,902
122,534

前受け金
前受正会員会費
前受賛助会員会費

0

24,000

0

0
長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

【[

中 色僣 合計

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1,792,276

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 3.462.366

0



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法 盟

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 理事

クリタ トモコ

(シライ  トモ
コ )

栗田

(白井

智子

智子)

令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年 月

月

日

日年

2 理事

フジサワ レツ 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年  月  日

年  月  日藤沢 烈

理事

コヌマ ダイチ 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年  月  日

年  月  日小沼 大地

′
４ 監事

t=+fv ui
'?t 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日
鬼澤 秀昌



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人新公益連盟

氏   名

栗田(白 井)智子

2

一般社団法人RCF
代表理事 藤沢烈

3

特定非営利活動法人クロスフィー

ルズ

代表理事 小沼大地

4

認定特定非営利活動法人日本
ファンドレイジング協会
代表理事 鵜尾 雅隆

5

認定特定非営利活動法人フロー

レンス

代表理事 駒崎弘樹

6

認定特定非営利活動法人育て上

げネット
理事長 工藤 啓

7

特定非営利活動法人ADDS
共同代表 竹内弓乃

8

認定特定非営利活動法人かもの

はしプロジェク ト

理事長 本木恵介

9

READYFOR株 式会社
代表取締役CEO 米良はるか

10

認定特定非営利活動法人
lomedoor

理事長 川口加奈


